
2015年度 東京工業大学
社会と民主主義

第7回 日本政治と選挙の基礎知識②

2015年11月30日（月）

担当者： 西田亮介

ryosukenishida@gmail.com



講義計画

• 1、2.	  オリエンテーション（「社会と民主主義」とは何か、18歳選挙権）

• 3〜5.	  日本国憲法の成立と普及啓発

• 6〜12.	  「あたらしい憲法のはなし」「新しい憲法 明るい生活」の検討

• 13〜15.	  日本国憲法と普及啓発プロセスの現代的意義の検討

※履修者数に応じて、構成、進行を変えることがあります。
※履修者の文献要約とディスカッションを中心に進行します。
※ゲストレクチャーを行う可能性があります。
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中間課題

• 総務省・文科省，2015，「私たちが拓く日本の未来	  有権者として求められ
る力を身に付けるために」．の各自の担当箇所について、1.)要約	  2.)利点
と課題、論点、展望等 を	  3つ以上の参考文献を用いながら論じよ。	  
	  
• 文字数:	  2000字程度	  
	  
• 締切:	  12月28日（月）朝8:00までにOCWiにて提出。PC不調等がないように、

余裕をもって締切順守で提出すること。	  
	  
• 剽窃、不正については学内ルールに則り、厳しく対処する。	  
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テクニカルな文書を書く

• 形式面：	  
• 要求事項に適切に答えているか	  
• タイトル、文書作成日付、名前、ページ番号が振られているか	  
• フォントサイズ、適切な（小）見出しの利用、一文の長さ	  

	  
• 文書を構成する3要素	  

• 内容、論理、文体	  
• 内容、論理を磨く。文体も一定程度トレーニング可能。	  
• （時間をおいて）再読、チェックする	  

	  
※スマホ、タブレット等利用により文書を作成する場合は、尚更注意のこと	  
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2015年大阪府知事選挙、大阪市長選挙

• 11月8日告示（府知事選は5日公示）、11月22日投開票。

• 橋下徹市長の任期満了に伴う選挙

• 「大阪都構想」の「リベンジ」

• 大阪都構想をめぐる住民投票とは

なんだったのか。
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「大阪市長選、吉村氏やや先行 ダブル選、朝日情勢調査：朝日新聞デジタル」
（ http://www.asahi.com/articles/ASHCH4VWLHCHPTIL006.html ）より引用



2015年5月17日大阪都の是非を問う
住民投票
「今回の住民投票の当日有権者数は２１０万４０７６人で、投票率は６６・８３％だった。
大阪市内全域で行われた国政、地方選挙と比べると、過去最高だった１９５１年の大
阪市長・市議選の７１・９８％には及ばなかったものの、最近１０年で最も高かった２０

０９年の衆院選の６５・００％や、大阪府知事選とのダブルで行われた１１年の市長選
の６０・９２％を上回った。」

「大阪都構想の住民投票、投票率は６６．８３％」『朝日新聞デジタル』

（http://www.asahi.com/articles/ASH5K5QR5H5KPTIL02G.html ）より引用

「NHK大阪住民投票 開票結果」（http://www3.nhk.or.jp/osaka2/senkyo/ ）より引用



2015年5月17日大阪都の是非を問う住民投
票の出口調査結果

年代別にみると、とくに賛成した人が多かったのは２０代（６１％）と３０代（６５％）。４０代（５
９％）、５０代（５４％）、６０代（５２％）も賛成が過半数を占めた。一方、７０歳以上は反対が６
１％で賛成を上回った。

大阪市内での居住年数別では、賛成は５年以内（６７％）、５年以上１０年未満（６９％）、１０
年以上１５年未満（６２％）、１５年以上２０年未満（６１％）で６割を超えた。

『朝日新聞デジタル』
（http://www.asahi.com/articles/ASH5J7X87H5JPTIL01M.html?iref=com_alist_6_01 より引用）



2015年大阪府知事・市長選	  

• 市長選：	  
• 「大阪維新の会」公認、前衆院議員の吉村洋文が、自民党推薦で民主党、共産党の支援を

受けた前大阪市議の柳本顕候補ら３人を破り、初当選。	  
	  
• 知事選：	  

• 「大阪維新の会」公認で現職の松井一郎が、自民党推薦、民主、共産が支援した前府議の
栗原貴子候補ら２人を退けた。	  

	  
• 大阪都構想の再稼働？と、橋下徹大阪市長の政治的影響力増加？	  
	  
• 投票率：	  

• 知事選：45.47％（2011年52.88%） 市長選：50.51％（2011年60.92%）	  
• 2011年の前回ダブル選や、住民投票（66.83%）を下回る
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大阪ダブル選：大阪維新２勝 橋下氏、影響力を回復 -‐毎日新聞」
http://mainichi.jp/select/news/20151123k0000m010051000c.html



主権者教育と大阪ダブル選挙

• 2015年11月26日に、早大マニフェスト研究所と全国の教員による
「模擬選挙推進ネットワーク」が、主催。	  
• 全国で呼びかけて、府知事選に約2000人、市長選に約1000人が参

加。	  
• 早大研究所の共通フォーマットのマニフェストを使用。	  
	  
• 実際の選挙と模擬選挙の、得票数の順位が同じ結果に。	  
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「主権者教育：大阪ダブル選模擬選挙 全国規模で実際と同
じ結果 -‐ 毎日新聞」
http://mainichi.jp/feature/news/20151129mog00m040003000
c.html
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「主権者教育：大阪ダブル選模擬選挙 全国規模で実際と同
じ結果 -‐ 毎日新聞」	  より引用 
http://mainichi.jp/feature/news/20151129mog00m040003000
c.html



2015年5月17日大阪都の是非を問う住民投
票と根拠法
• 一般の選挙：公職選挙法

• 今回の住民投票：大都市地域特別区設置法

• 憲法改正に関する国民投票：国民投票法
• 選挙運動（投票運動）費用上限なし

• 期間の制限なし（投開票日も可）

• ポスターの種類や枚数の制限なし

• テレビCMは国民投票法は投票日前2週間禁止。

• ネット選挙、宣伝カー制限なし。



2015年5月17日大阪都の是非を問う住民投
票と特徴

• 生活に密着した投開票のため、公選法より周知期間を長く、また方
法も柔軟に設定？

• 今回の選挙運動をどのように評価するか。

• 「候補者なき選挙」
• 公選法は、候補者、陣営、関係者による贈収賄、売買収の規制を重視して

いる。さて、候補者なき選挙でうまく規制は機能した／するのか？



日本の選挙とその手続
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選挙とはなにか③

• 普通選挙の原則とその歴史
• 1889年 25歳以上の男子 直接国税15円以上の納税者 公開制

（人口の1％程度）
• 1900年 25歳以上の男子 直接国税10円以上の納税者 秘密投

票
• 1919年 25歳以上の男子 直接国税3円以上の納税者

• 大正デモクラシーの時期より、婦人参政権を要求する運動が高まるも、
実現せず。

• 1925年、普通選挙法（衆議院議員選挙法）:
• 25歳以上の成年男子に限定。治安維持法と対に。

• 普通選挙運動やデモを背景に成立。

※日本国憲法第15条3項と18歳選挙権の考え方



選挙に関する具体的規定

• 国政選挙／地方選挙

• 衆議院議員総選挙

• 任期4年、定数は475人。うち295人が小選挙区選出議員、180人が比例代表選出。解散あり。

• 参議院議員通常選挙

• 任期6年、3年に1回、定数の半数を再選。参議院議員の定数は242人。うち96人が比例代表選出議員、
146人が選挙区選出議員。解散なし。

※日本国憲法では、二院制と任期、改選についての定義のみ。定数は法律。

• 一般の選挙（地方選挙）

• 首長選挙と地方議会の選挙

• 任期4年、解散あり。直接請求（リコール）あり。

• 特別の選挙（国政／地方選挙）

• 再選挙、補欠選挙、増員選挙



公職選挙法

• 選挙運動／政治活動
• 選挙運動・・・

「特定の選挙について、特定の候補者の当選を目的として､投票を得又は得さ
せるために直接又は間接に必要かつ有利な行為」

具体例：投票の呼びかけ、投票の依頼etc

• 選挙運動期間・・・

選挙の公示・告示日から選挙期日の前日まで。事前運動は禁止。違反は罰
金、選挙権、被選挙権停止の対象に。

• 上記は、ネット選挙（ネット選挙運動:	   ウェブサイト等を利用する方法による
文書図画の頒布）にも適用。



公職選挙法

• 選挙運動期間・・・
• ネット選挙も含め、前述の期間以外に、選挙運動を行うと、事前運動に該当。

• 戸別訪問の禁止と、その実態。
• ネット選挙との整合性の問題

• 「理念なき解禁」
• 公選法の改正法は、「法の目的」を持たず、既存の目的の改正も行わない。

• 法改正では一般的だが、選挙という民主主義に少なからず影響を与える行為について、
これで良いのか、どうか。
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図表8：Wikipedia「ファイル:日本 出生数と合計特殊出生率の推移.jpg」に筆者加筆修正（
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:%E6%97%A5%E6%9C%AC_%E5%87%BA%E7%94%9F%
E6%95%B0%E3%81%A8%E5%90%88%E8%A8%88%E7%89%B9%E6%AE%8A%E5%87%BA%E7%94%9F%E7%8E%87%E3%81%AE%E6%8E
%A8%E7%A7%BB.jpg）。

日本における出生数の変遷と
投票年齢引き下げの合理性について

3年あわせて約750万人

3年あわせて約350万人・・・
2年分上積みしても
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図表1：衆議院議員総選挙投票率の推移（中選挙区・小選挙区）。明るい選挙推進協会
（http://www.akaruisenkyo.or.jp/070various/071syugi/ ）より引用
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図表2：参議院議員通常選挙投票率の推移（地方区・選挙区）。明るい選挙推進協会
（http://www.akaruisenkyo.or.jp/070various/072sangi/ ）より引用
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図表3：衆議院議員総選挙年代別投票率の推移。明るい選挙推進協会
（http://www.akaruisenkyo.or.jp/070various/071syugi/693/ ）より引用
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図表4：参議院議員通常選挙年代別投票率の推移。明るい選挙推進協会
（http://www.akaruisenkyo.or.jp/070various/072sangi/679/ ）より引用



選挙の普及啓発
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投票率の「向上」と動員・
民主主義

• 「投票率の低迷」は「問題」の本質か？
• 「投票に行かなければいけない社会」は「よい社会」か？
• 義務と権利、「共通感覚」不在の日本社会。

• PR会社と「スウィング・ボーター」。

• 「合理的なフレームワーク」の不在。

• 経済的誘因に「釣られた」投票、罰則に委ねた投票結果を「信任」できるか。

※

規範解ではなく、実践解としての「自発的な」行動とはどのようなも
のか？また「呼びかけ」はいかにして可能か？



25

「政治のフレームワーク」と
その教育の不在？

• 政治と政局を判断する合理的なフレームワークと、学習機会が不在？
• 日本史：近代史までが中心
• 政治経済：原理と原則が中心
• 現代社会：主題別カリキュラム構成

• 模擬選挙は、各種社会状況を資料に、政党別の政策を参照した選択中心
で、実際の投票行動とは異なる？

• 政治における「価値」の問題をどのように扱うか。



今週のQuiz

※担当グループ以外は課題なし

•担当グループは、第1章「私たちが拓く日本の未来」の内容をプレゼ
ンテーションしてもらいます。

•次回以後、文科省・総務省「私たちが拓く日本の未来」
（ http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shukensha/1362349.htm）
を印刷、もしくはタブレット、スマホ等で閲覧できるようにしておいて下
さい。
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※プレゼンテーションについて補足

•時間:	  10分＋質疑応答10分

•内容の要約

•利点と欠点

•＋α（新情報等を加えること）

•引用等をきちんと行い、剽窃にならないように留意すること。
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割当

• （予定 11月30日） <はじめに>＋有権者になるということ： 1班、2班

• （予定 12月7日）第2章 選挙の実際： 3班、4班

• （予定 12月14日）第3章 政治の仕組み：5班、6班

• （予定 12月21日）第4章 年代別投票率と政策： 7班、1班

• （予定 1月4日）第5章 憲法改正国民投票:	   2班、3班（…以下、実践編に続く）

※今回出席できなかった人も、割当ますので、気にせず次回出席して下さい。
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